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酒田市・酒田港の概要

日本海 酒田港

最上川

庄内平野

鳥海山

・古くから北前船の往来で繁栄を極めるなど、重要な海上物流拠点として国際物流ターミナル等の整
備が進み、企業活動のみならず、県民生活を支えている山形県内唯一の重要港湾

・リサイクルポートに指定され、関連企業が多数立地し、循環型社会を支える物流拠点

・酒田港では県内の年間電力消費量の５割程度を発電する火力発電所が立地するエネルギー供給基地

・港周辺に風力、太陽光、バイオマスなどの多様な発電施設が稼働する再生可能エネルギーの供給基地
（令和６年には新たなバイオマス発電所が稼働予定）

・カーボンニュートラルポート形成に向けた港湾脱炭素化推進計画の議論が進められている

酒田港

酒田市

・酒田は、江戸時代から江戸時代に米どころ
庄内と天下の台所・大坂を結ぶ北前船が往来
する日本海の海上交易と最上川の舟運の要と
して発展した港町

・2005年（平成17年）11月1日、港湾都市
として発展してきた酒田市と鳥海南麓の旧３
町(八幡町、松山町、平田町）の1市3町が合
併し、「酒田市」が誕生

【人口】 96,137人（2023.9.30現在）

【面積】 602.79k㎡



山形県沖の洋上風力発電導入の検討状況

令和５年１０月
酒田市沖 ：「有望な区域」に選定
遊佐町沖 ：「促進区域」に指定

山形県沖は風況が良く、一般海域における洋上風力発電の導入に向けた基地港湾として酒田港の活用に
加え、洋上風力関連産業の創出等の港湾振興が期待されている



酒田共同火力発電所の概要

石炭の調達：約１７０万トン
オーストラリア ７１％
インドネシア １４％
カナダ １４％ 山形県内等へ電力供給

（R4年実績）

電力(石炭火力) 

酒田港の取扱貨物の約６割を占めており、
その関連企業の裾野は広い

会社名 酒田共同火力発電株式会社

営業目的 （１）火力発電による発電事業

（２）産業廃棄物の処理事業

（３）発電設備の運転委託事業

（４）前各号に付随する事業

創立 1973年4月2日

代表者 取締役社長　佐藤　裕市

資本金 255億円

株主 東北電力株式会社

所在地 〒998-8622　山形県酒田市宮海字南浜1番19

敷地面積 約88万㎡（含借地）

出力 350,000kw × 2基

使用燃料 石炭及び重油・軽油・木質バイオマス

復水器冷却用水 海水28㎥/秒

用水
県営工業用水利用

約6,000㎥/日

従業員数 101名（2022年4月1日現在）



酒田市からの公正な移行に向けた提案（１/２）

検討ポイント

・地域のベース電源として最大限の事業継続

・事業形態を変更した事業継続や、石炭火力発電で培った経験等を
生かせる受け皿の確保

課 題

・良質な雇用の確保、人口減少の抑制

・石炭火力発電をはじめとした生産活動とCO2削減の見える化

・経済活動と脱炭素化社会の両立

・公正な移行を課題とする地域への国の支援

・脱炭素化推進のインセンティブ制度による地域間の競争力促進



酒田市からの公正な移行に向けた提案（２/２）

提 案

・公正な移行を課題とする地域を優遇する国による新たな補助金等
の支援（2025年以降の脱炭素化先行地域の後期型補助をイメージ）

・課題を解決するための国の支援を前提とした新たな事業展開、雇
用の機会創出が期待される

持続可能な経済活動と脱炭素化の両立

公正な移行による新たな事業展開の可能性


